






































































































































































































































1998 1999 2000 2001 2002
APA申請数 67 69 91 77 107
APA締結数 46 60 63 55 85
国　内APA 19 25 31 36 27










































1998 1999 2000 2001 2002
APA発生件数 13 37 48 42 47
APA処理件数 13 27 29 25 47
APA繰越件数 42 52 71 88 88
（出所）国税庁ホームページ，http：／／www．nta．go．jpより作成。
グラフー2　APAの発生件数，処理件数，繰越件数
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】V．APAの問題点と改革案
（1）APAの問題点
　以上のように，近年移転価格問題の有用な処理策として注目されるAPAであるが，そのAPA
にも問題がないわけではない。APAには，上述した通り，国内APA，二国間APA，多国間APA
の3種類がある。そのため，どのAPAを利用するかにより，移転価格問題の処理の程度が異なっ
てくる。また，移転価格問題を事前に処理するために，APAでは企業に対して多くの企業情報の
提出が求められるが，そのような移転価格に関する企業情報の中には企業秘密である情報も含まれ
る可能性が高い。このような点に注目し，ここではAPAに関する2つの問題を取り上げる22。
　1つはAPAの選択に関する問題である。　APAは，関連者間の国際取引に係る移転価格の決定に
関する企業の確実性を高めることを目的とするが，国内APAが利用された場合には，国内の税務
当局と企業が移転価格に関して協議するだけで相手国の税務当局と関連企業は関係しないため，移
転価格問題が生じる可能性は十分に潜在している。国内APAを通じて，国内だけで移転価格に関
して合意が成立したとしても，相手国がその移転価格を適当と認めない場合には，その移転価格は
税務上不適当な価格として取り扱われ，相手国の移転価格税制の対象となりかねない。また，この
場合には，相手国の税務当局は対応的調整にも応じようとはしないであろう。
　もう1つは，APAに係る守秘義務の問題である。　APAでは，移転価格問題を処理する上で，従
来の方法に要求されていた比較対象取引を発見する必要はないが，その代わりにそれ相応の調査が
必要とされる。APAでは，移転価格調査23で求められる比較対象取引の発見が要求されない代わ
りに，移転価格調査以上に多くの詳細な情報の提出が要求される。このことはより適切な移転価格
を算定するための要求であると考えられるが，本来企業情報は秘密にされるべきものである。それ
にも関わらず，APAのために企業情報を提出することは競争相手企業に内情を露呈する危険性を
秘めている。もちろん，企業情報はAPAのためだけに利用されると考えられが，外部に流出する
危険性は否定できない。
（2）APAの改革案
　では，どのようにすればこの2つの問題を解決することができるだろうか。まず，APAの選択
に関する問題に関しては，国内APAを発展させることである。現在は，　APAは国内APA，二国
間APA，多国間APAに分類され，そのうちいずれかを選択することになるが，その目的は同じ
であり区別する必要はない。また，二国間APAや多国間APAでは，国内APAだけでなく相手
国の税務当局との相互協議も前提とされているため，二国間APAや多国間APAを選択した時点
で自動的に自国と相手国の税務当局が協議することになるが，その一方，国内APAを選択した場
合にはそうではない。そこで，APAは，国内APA，二国間APA，多国間APAに区別すること
なく，移転価格問題の迅速な処理に向けてAPAが適用されるべきである。つまり，国内APAを
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選択した場合にも，二国間APAや多国間APAの場合と同じように相手国の税務当局との協議を
行うシステムを構築すべきである。
　次に，APAに係る守秘義務の問題であるが，現在，税務当局に提出された企業情報の守秘義務
に係る規則がアメリカ合衆国にはある24。アメリカ合衆国では，歳入手続の中で「APA及びその
ような情報は，IRC第6103条の秘密保持条項の適用対象となる」と規定され25，また，1999年に
はAPAに関する個別情報の開示の禁止が決定された26。しかし，企業情報の守秘義務に係る規則
がない国では，提出された企業情報はその国の税務当局の判断により守られることになるであろ
う。もちろん，税務当局が企業情報を漏洩するとは考えにくいが，その危険性を否定する根拠もな
い。また，二国間APAや多国間APAでは，二国以上の国が移転価格問題に関与するため，企業
情報が漏洩する危険性は高まる。現在アメリカ合衆国に企業情報の守秘義務に係る規則があるとし
ても，規則のない国と二国間APAや多国間APAが行われた場合には，企業情報が漏洩する危険
性はある。そこで，このような問題を解決するために，企業情報の守秘義務に係る国際的な規則を
制定するべきである。現在，租税条約を締結している国との間では，企業情報の守秘義務が租税条
約で守られているが，それ以外の国との間ではこの限りではない。
おわりに
　時代の趨勢により，移転価格問題の処理策が模索されてきた。これまでは，独立価格比準法，再
販売価格基準法，原価基準法の基本三法により，移転価格問題は処理されてきた。その後，無形資
産に係る移転価格問題の処理策として，利益比準法と利益分割法が考案された。そして，現在，
APAが移転価格問題の新たな処理策として考え出された。
　移転価格税制による場合には，関連者間取引において利用された移転価格を規制の対象とするた
めに，移転価格問題は「事後」に処理される。それに対して，APAは，移転価格の算定方法等に
関して税務当局と企業が事前に協議し，移転価格問題を「事前」に処理することができる。そのた
め，APAによる場合，移転価格税制の規制の対象とならない移転価格を決定することが可能にな
る。
　今日，世界各国がAPAに注目している。当初，　APAを導入した国は日本とアメリカ合衆国だ
けであったが，近年では世界各国がAPAの導入に向けて動いている。このような動きは，名実と
もに移転価格問題の有効な処理策としてAPAを世界各国が認めた結果であろう。また，日米の
APAの利用状況を見ると，　APAの利用件数は年々増加している。特に，二国間APAと多国間
APAの利用件数が増加している。このデータの結果も移転価格問題の処理策としてAPAが認め
られたためであろう。
　今後経済社会はさらに複雑化すると予想される。それに伴い，移転価格問題も複雑化するであろ
う。このような中で，APAは有用に機能すると考えられる。基本三法や利益比準法，利益分割法
だけではすでに限界が見えている。APAとこれらの方法の併用が今後の移転価格問題の処理策の
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形になるであろう。APAがこれらの方法を補完し，移転価格問題の有効な処理策として機能する
ことを期待したい。
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